
自治体や地域のステークホルダーに期待される
役割について
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１. 国の取組と自治体・地銀の取組の関係性

◼国としては、支援マッチングや支援証明書制度で日本全体の環境保全を促進する取組を進めているところであるが、
各地域における状況等はさまざまであり、地域における活動の促進は域内のステークホルダーの取組が欠かせない。

◼環境省では、特に自治体及び地銀等の地域の金融機関が果たす役割は重要であると考え、それぞれに期待される
役割を次ページ以降で整理した。
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２. 自治体に求められる役割

◼自治体は、地域のニーズや特性に応じた活動の促進が求められる。

◼主に求められる役割と、それに応じた事例をイメージとして下表に整理（次頁以降で詳細説明）した。

1
地域ステークホルダーの
巻込み

• 京都府・京都市
• 長野県

自治体が支援者と被支援者のマッチングを行い、
支援を求める団体等が、支援を受ける機会を創出。

2 企業版ふるさと納税の活用
• 神戸市
• 鳥取県

自治体が内閣府に「地域再生計画」として自然保全ま
たは自然共生サイトに寄付金を分配する計画を提出。
企業からの寄付を取りまとめ、地域内の活動に活用。

3 地域戦略の策定 • 札幌市
生物多様性地域戦略にて、自然保全や自然共生サイ
トに係る目標・戦略を記載。

自治体に求められる役割 参考事例 事例内容
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３. 自治体に求められる役割①地域ステークホルダーの巻込み

◼京都府・京都市も長野県も、マッチングを経た「生物多様性保全パートナーシップ協定の締結」をアウトプットの形としてい
る。（いずれも、生物多様性地域連携促進法に基づく地域連携保全活動支援センターを設置）

◼ スキームはほぼ同じで、両事例とも企業から資金を募り、自治体が間に入るケースを主に想定しており、寄付金が保全活
動に充てられるようにしている。

京都府・京都市の事例 長野県の事例

出典：京都府 きょうと生物多様性パートナーシップ協定制度の創設について

出典：長野県 人と生きものパートナーシップ推進事業リーフレット
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３. 自治体に求められる役割②企業版ふるさと納税の活用

◼企業版ふるさと納税は、企業が税控除のメリットを得ることができるため、寄付を募る有効な手段となりえるが、
まずは自治体が「地域再生計画」の申請を内閣府に提出することが求められる。

◼自治体が計画の策定を通じて寄付を募り、自然共生サイト保全に対する事業等を行うことは、管内の関連活動に
対してメリットをもたらすことにつながる。

企業版ふるさと納税の仕組み 企業版ふるさと納税を活用した事例
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環境保全または、自然共生サイトに係る活動として計画を

内閣府に申請し認定されれば、企業版ふるさと納税として

寄付を募ることが可能となる。

神戸市

鳥取県

「里地里山の生物多様性保全」として寄付を公募。

取組地が令和5年度に自然共生サイトに認定。

ふるさと納税を通じて得た寄付金を自然共生サイトの活動

支援のために予算要求（令和６年度）。

出典：神戸市 企業版ふるさと納税

出典：鳥取県 自然共生サイト保全活動推進補助金
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３. 自治体に求められる役割③地域戦略の策定

◼各自治体における生物多様性戦略の策定が求められる。

◼地域戦略によって目標等が設定されている場合は、企業は地域への貢献度合いを測りやすくなる。

◼以下に記載する札幌市では、「自然共生サイトの認定件数が５件に達し」等の数値設定がなされ、読み手に取っても企
業の貢献度が分かりやすくなり、企業からの支援を呼び込む１つの手段となりえる。

自然共生サイト
（都市近郊社有林）

Well-Being
等の享受

人的支援
の提供

企業イメージ向上・リスク
回避・事業機会の拡大

場及び労力
の提供

イベント企画・
金銭以外も含めた

支援提供
Eco-DRR/

地域戦略目標
のへの貢献

札幌市内での三菱マテリアル社の自然共生サイトの取組は、
市民だけでなく、札幌市の計画にも貢献していると言える。

出典：生物多様性さっぽろビジョン（案）

必要な支援の実施

地域戦略目標への貢献

三菱マテリアル社

市民 札幌市

地域戦略（札幌市）における記載

札幌市における三菱マテリアル社の事例

地域戦略内で目標が明確に設定されているため、
三菱マテリアル社は札幌市の目標の貢献を主張できる。

地域戦略が策定されている地域内での活動は

企業等がその貢献をアピールしやすくなる。

https://www.city.sapporo.jp/kankyo/biodiversity/vision2024/documents/01vision-honsyo.pdf
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４. 地域金融機関の役割

◼地域金融機関は、地域における課題に加え、気候変動やネイチャーポジティブの実現など国際的な社会課題の統合
的な解決を図りつつ、地域の成長を促すための意思決定ができる主体であり、持続可能な地域の実現に対して大き
な鍵を握る存在。

◼地域金融機関に求められる役割として、「多様なステークホルダーと連携するプラットフォームに参加、もしくは自らが主
体的にステークホルダーが連携する場を構築することが重要」であり、「人材等の情報や知見の共有に関しては自治体
等との連携は不可欠である」とされている。（環境省 ESG地域金融実践ガイド2.2より） 

◼加えて、各ステークホルダーとの接点となる地域金融機関には、生物多様性に関する取組を取引先の地域企業等に
促し、取組を牽引する役割が期待される。

引用：環境省 ESG地域金融実践ガイド 2.2
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➢ 生物多様性への取組みに対
する意識醸成・普及啓発が
課題。

➢ 取引先企業に対しては、意識
向上を狙ってセミナーを開催
し、意識醸成を図っている。

➢ 取引先企業の成長、地域の
成長が自行の存続につなが
るという考えから、取組の波及
も目指しTNFD等の取組を実
施している。

自行・取引先における取組

➢ エンゲージメントは重要。まず
は企業にとってのリスク機会分
析を実施し、必要な企業に
絞ってエンゲージメントを行い
たい。

➢ エンゲージメントを行うために、
まずは企業のリスク機会分析
結果を地銀担当者が十分に
理解する必要があり、生物多
様性に関する自行内の人材
育成も重要。

地銀が果たすべき役割

➢ 自治体が運営する企業と保
全団体のマッチング制度等を
通じて、企業側や保全活動
者側双方と顔の見える関係
を築いている。

➢ 地方銀行は取引先へのアドバ
イスに加えて、マッチングの仲
介で力を発揮できる可能性が
る

➢ 地域戦略においては、地域ご
との課題が明らかになってい
ると、企業は取り組みやすいの

ではないか。

自治体等との連携

５. 地方銀行へのヒアリング結果

◼地方銀行のサステナビリティ部門担当者の方に対し、ヒアリングを実施。

◼自行内・取引先企業どちらにおいても、まずは生物多様性に対する意識醸成・普及啓発が課題と感じており、今後ネイ
チャーポジティブの取組の必要性を取引先企業等に伝えられるようにするためにも、自行においてTNFD情報開示に率先
して取り組んでいるとのコメントがあった。

◼ また、地方銀行の役割として、地域内のステークホルダーとの接点も多く、相談者の相談内容に合わせて、課題解決につ
ながる企業の紹介等、マッチング機能としての役割を果たすことができる可能性がある旨の示唆があった。

◼ さらに、自治体との連携に期待することとして、地域戦略でその地域の課題を明らかにすると企業は取組みやすいのでは
との意見もあった。
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